
日本政府に非核三原則の厳守と実行を求める意見書 

 

 

核兵器を「持たず、作らず、持ち込ませず」の非核三原則は、１９７１年以来６回

にわたって「国是として堅持する」との国会決議がなされています。非核三原則は唯

一の戦争被爆国の日本国民が築いてきた総意であり、国際公約です。 

２０１７年７月７日、国連加盟国の３分の２にあたる１２２か国の賛成で核兵器禁

止条約が採択され、２０２１年１月２２日に発効、核兵器の製造や保有、使用はもち

ろん「使用する」と威嚇することも違法となりました。核兵器禁止条約は現在、署名

９５か国、批准７４か国と前進しています。２０２４年には、長年にわたり核兵器の

非人道性を訴え続けてきた日本原水爆被害者団体協議会がノーベル平和賞を受賞し

ました。核兵器廃絶を望む声は世界の流れです。 

  日本政府は２０２６年５月に国連で開催された核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会

議のなかで、「非核三原則を政策指針として遵守している」「核兵器の持ち込みは認め

られない」と述べました。 

日本政府がこの立場を貫き、国是である非核三原則を厳守し、世界に向けて核兵器

禁止・廃絶を訴える先頭に立つよう、強く求めます。 

 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 

 

 

内閣総理大臣  あて 

外務大臣      

 

 

 

 

                         令和８年９月２９日 

飯山市議会議長 上松 永林 

 

 

 

 

 


